
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

50 50

環境政策課長
小泉　勝巳

28

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 35

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

75

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

環境政策課長
小泉　勝巳

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

3,282 3,282

環境政策課長
小泉　勝巳

3,282

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 3,282

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（各市）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

3,282

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

132,626 132,626

環境政策課長
小泉　勝巳

132,626

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 132,626

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（24市1村）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

132,626

特定財源 一般財源

3,236

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

1,888 5,124 8,1723,236

5,344 8,1463,265 2,079

9,703

（所有者）適正に管理する

（基準以上の樹木等）保全を
促進する 592 3,775

14-02-01

環境政策課
緑と公園係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

保存樹木等保護支
援事業

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

緑の保全と活用

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 14 水と緑にふれあうまちづくり

事務事業名
指標

（単位）
実績値

基本事業番号・名 14-02

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

高さ10m以上、幹回り157㎝以
上の樹木

補助金を
交付して
いる保存
樹木の本
数（本）

業務フローに改
善の余地がある 　

（国）都市公園法，（国）環境基本法，（市）環境基本条例，（市）みどりに関する条
例，（市）緑の基本計画

656 3,265

事業
内容
・

活動
手段

1～3月にかけて、保存樹木等
の補助申請を受け、補助金を
交付

増えた保
存樹木の
本数
（本）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

627

効率性 3

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

達成度 1

説明：保存樹木数の増加に併せて、事業
費が微増した。

56

説明：保存樹木については、樹木の巨木化に
伴い、剪定や落ち葉の処理等、樹木所有者の
負担が増加する一方で、平成27年度から、一
株あたりの保存樹木補助金額を3,100円に引き
下げた。指定保存樹木の増加や、所有者負担
を勘案すると、これ以上の削減は困難であ
る。

総合評価（課題・方向性）：指定保存
樹木を増やすため、保存樹木の貴重さ
のＰＲや、市民と協働した指定促進を
続けていく。
平成29年3月に策定した「東久留米の
名木百選」を通して、樹木の保全に対
する周知を行っていく。

3,775 1,969 5,744

東京都及び都内区市町村

会議参加
回数
（回）

業務フローに改
善の余地がある

4 197 201 100,500

都区市町村合同検討・推進委
員会
市町村検討会

9 9 1,888 1,897

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

（国）都市緑地法，（国）環境基本法，（市）環境基本条例

0 0 0 0 0 － －

説明：本計画は、都、特別区、市町村合
同で策定しているため、制度改正は不可
能である。

総合評価（課題・方向性）：この計画
に基づく確保地（黒目川越処橋特別緑
地保全地区）の確保を平成25年度に終
了した。
今後は次期改定を見据え、都と調整を
行っていく。事業

内容
・

活動
手段 10

14-02-02

環境政策課
緑と公園係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

緑確保の総合的な
方針推進に関する
会議参画事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

189,700

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：方針策定が終了し、平成28年度は
会議が開催されなかった。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

地域制緑地型及び土地利用連
動型の緑の確保の総合的な方
針を策定した。今後は方針に
基づく施策を都・区市町村合
同で実施していく。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

2 4

市民（市の公有地）
水環境と緑地

管理箇所
（箇所）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

（国）都市緑地法，（国）環境基本法，（市）環境基本条例，（市）環境基本計画，
（市）緑の基本計画

6 2,681 2,681 3,118 5,799 966,500 100

総合評価（課題・方向性）：野火止用
水沿の樹木が高木化しているため、平
成26年度から3年間の若返り促進事業
として樹木の剪定を行った。
今後は、ボランティアや市民とのさら
なる協働を進めていく一方、高木・老
木化が進んでいる中で、専門性の高い
部分については、業者委託も増えてい
くものと考えている。

事業
内容
・

活動
手段

樹林地の維持管理

6

14-02-03

環境政策課
緑と公園係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

樹林地管理事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

2,953 5,635 939,167

保全され
ている緑
地面積
（㎡）

2,618 2,618 2,832 5,450 908,333

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：平成26年度から3年間の若返り促進
事業として樹木の剪定を行った。当面は
横ばいになると見込まれる。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市民の生活環境の中にある水
と緑を増やし減らさないよう
にする。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

6 2,682 2,682

市民、東京都
自然環境の保全

整備箇所
（箇所）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

（国）都市緑地法，（国）環境基本法，（都）東京における自然の保護と回復に関する条
例，（市）環境基本条例，（市）環境基本計画，（市）緑の基本計画

8 12,043 12,042 1 3,118 15,161 1,895,125 100

説明：都との協定により行っている事業
となるため、制度改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：現状の外
部委託等を踏まえ、更なる管理方法の
効率化を検討する余地があり、ボラン
ティアや市民とのさらなる協働も必要
である。

事業
内容
・

活動
手段 8

14-02-04

環境政策課
緑と公園係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

緑地保全地域植生
管理事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

14,123 1,765,375

植生管理委託
樹林地管理
支障枝処理
ごみ処理
沈砂池管理

保全され
ている面
積（㎡）

11,782 11,781 1 2,832 14,614 1,826,750

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：都の委託金によって行っている事
業であり、例年同等の効率性となる見通
し。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市民の生活環境の中にある水
と緑を増やし減らさないよう
にする。

小平市 東村山市 清瀬市

8 10,185 9,773 412 3,938

説明：高木・老木化に伴う強剪定又は伐
採をボランティアで行うことが不可能で
あるうえ、苦情等に伴う剪定は、原則と
して強剪定としているため、業務フロー
の改善及び制度改正の余地はない。

西東京市

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

特定財源 一般財源

緑の保全と活用

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 14 水と緑にふれあうまちづくり

事務事業名
指標

（単位）
実績値

基本事業番号・名 14-02

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

28,045 28,045

環境政策課長
小泉　勝巳

28,045

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 28,045

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

28,045

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

環境政策課長
小泉　勝巳

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ □ ■ その他（立川市、東大和市）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

1

環境政策課長
小泉　勝巳

0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

市民（市が民有地を借り上
げ）

借り上げ
箇所（箇
所）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

（国）都市緑地法，（国）環境基本法，（市）環境基本条例，（市）環境基本計画，
（市）緑の基本計画

7 20,838 20,838 1,039 21,877 3,125,286 100

総合評価（課題・方向性）：ボラン
ティアや市民とのさらなる協働を進め
ていく一方、高木・老木化が進んでい
る中で、専門性の高い部分について
は、業者委託も増えていくものと考え
ている。
また、緑地保全計画によって保全対象
候補地とされた森の広場については、
保全優先度や地権者の意向を踏まえな
がら、公有地化及び特別緑地保全地区
指定等を進めたい。

事業
内容
・

活動
手段

土地の借り上げ
樹林地の維持管理

7

14-02-05

環境政策課
緑と公園係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

森の広場管理事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

1,969 23,902 3,414,571

保全され
ている緑
地面積
(㎡)

21,773 21,773 944 22,717 3,245,286

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：倒木の高木・老木化の進行や、廃
棄物の不法投棄等に対しては、苦情等が
発生してからの事後処理となっており、
例年同等の予算執行額となっている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市民の生活環境の中にある水
と緑を増やし減らさないよう
にする。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

7 21,933 21,933

保全対策協議会構成市（立
川、東大和、小平、東村山、
清瀬、東久留米）

要請行動
回数、研
修協議回
数（回）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

（市）緑の基本計画 

5 10 10 208 218 43,600 －

説明：立川・東大和市・小平市・東村山
市・清瀬市・東久留米市の６市で構成さ
れている協議会であり、改正の余地はな
い。

総合評価（課題・方向性）：平成２９
年度は、野火止用水歴史環境保全地域
を所管する６市と、都環境局において
意見交換会を行った。
保全地域の管理に関する補助金等につ
いて、具体的な進展はなかったもの
の、各市置かれている現状と、課題を
共有することができた。
今後は、6市における課題解消に向
け、定期的な都との意見交換を行って
いく。

事業
内容
・

活動
手段 4

14-02-06

環境政策課
緑と公園係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

野火止用水保全対
策協議会参画事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

197 207 103,500

関係機関への要請及び調整
本事業を深く認識するための
研修
維持管理の問題協議

10 10 189 199 49,750

効率性 4 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：会議参加回数増加の一方、負担金
は定額のため。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

用水区域内を人と自然が触れ
合う憩いの場としての利用を
図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

2 10 10

第二次緑の基本計画において
「将来にわたり保全・回復し
ていく」と設定した「水と緑
の拠点」内の緑地等

保全対象
地区(箇
所)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 拡大

（国）都市緑地法，（国）環境基本法，（市）環境基本条例，（市）環境基本計画，
（市）緑の基本計画

10 0 0 1,888 1,888 188,800 －

説明：当計画は、都制度や都市計画税等
を活用しながら、特別緑地保全地区指定
や、都市計画緑地として整備しながら、
民有緑地を保全することを目的としてい
るため、フロー改善・制度改正の余地は
ない。

総合評価（課題・方向性）：平成27年
度に策定した緑地保全計画に基づき、
保全優先度や、相続による緊急度合を
勘案しながら、緑地の公有地化及び特
別緑地保全地区指定等に着手する。
今後は、「緑確保に関する総合的な方
針」の改定（平成32年度）に向けて、
地権者との協議等を進めていく。

事業
内容
・

活動
手段

14-02-07

環境政策課
緑と公園係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

緑地保全計画推進
事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

0 0 0 －

保全優先度等を勘案しなが
ら、公有地化等による緑地の
保全する。

保全を推
進した地
区(箇所)

0 0 0 0 －

説明：高木・老木化に伴う強剪定又は伐
採をボランティアで行うことが不可能で
あるうえ、苦情等に伴う剪定は、原則と
して強剪定としているため、業務フロー
の改善及び制度改正の余地はない。

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：平成28年度より開始された事業

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

相続等による、民有緑地の継
続的な減少に対し、公有地化
や特別緑地保全地区指定等に
より、雑木林等の保全を図
る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0

東久留米市


